
日建連の労務賃金改善の取組み

〇労務賃金改善等推進要綱（2013年7月18日）（抄）

第１ 適切な労務賃金の支払いの要請
日建連会員企業は、公共工事設計労務単価が適用される公共工事について、次の措置を行うものとする。
① 一次下請への見積り依頼時に公共工事設計労務単価を交付し、その引上げの趣旨にかなう適切な契
約を締結する。
②技能労働者に対し、社会保険料等の個人負担分を含め、公共工事設計労務単価の引上げの趣旨に
かなう適切な賃金が支払われるよう、一次下請に要請する。また、直接の契約関係がない二次以下の
下請企業に対しても、一次下請等を介して、公共工事設計労務単価の引上げの趣旨にかなう適切な賃
金が支払われるよう要請する。

〇労務費見積り尊重宣言（2018年9月18日）（抄）

日建連会員企業は、建設技能者の賃金を全産業労働者平均レベルに近づけていくため、一次下請企業へ
の見積り依頼に際して、内訳明示が進んできている法定福利費に加えて労務賃金改善の趣旨に叶う適切な
労務費（労務賃金）を内訳明示した見積書の提出要請を徹底し、当該見積りを確認した上でこれを尊重する。

〇技能労働者の賃金水準の引上げに向けた取組に関する決議 （2021年4月19日）（抄）

１．概ね2％以上の賃金上昇を目指す趣旨に適う下請契約の締結
日建連会員企業は、「労務費見積り尊重宣言（2018年12月21日決定）」の今年度の運用について、一次

下請への見積り依頼に際して、概ね2％以上の賃金上昇の趣旨に適う適切な労務費を内訳明示した見積書
の提出要請を徹底し、当該見積りを確認した上でこれを尊重するものとすること。


